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〔
告

示
〕

〇
使
用
薬
剤
の
薬
価
（
薬
価
基
準
）
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
厚
生
労
働
三
七
三
）

J

〇
療
担
規
則
及
び
薬
担
規
則
並
び
に
療
担
基

準
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
掲

示
事
項
等
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
三
七
四
）

J
J

〇
低
騒
音
型
建
設
機
械
の
指
定
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
一
二
〇
二
）

J
O

〇
排
出
ガ
ス
対
策
型
建
設
機
械
の
指
定
に
関

す
る
件
（
同
一
二
〇
三
）

J
P

〇
排
出
ガ
ス
対
策
型
建
設
機
械
の
変
更
承
認

に
関
す
る
件
（
同
一
二
〇
四
）

J
Q

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
東
北
地
方
整
備
局
二
一
七
、
二
一
八
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
四
九
六
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
北
陸
地
方
整
備
局
一
一
〇
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
部
地
方
整
備
局
二
〇
七
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
二
四
九
〜
二
六
五
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
国
地
方
整
備
局
一
六
四
〜
一
七
一
）

K
I

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
二
二
〇
）

K
J

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
一
三
九
〜
一
四
一
）

〔
官
庁
報
告
〕

国
家
試
験

税
理
士
試
験
合
格
者
公
告
（
国
税
審
議
会
）

K
K

海
事
代
理
士
試
験
合
格
者
（
国
土
交
通
省
）

K
M

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁建

設
業
の
許
可
の
取
消
処
分
関
係

K
N

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

K
P

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
日
本
高
速
道
路
保
有
・
債

務
返
済
機
構
車
両
制
限
令
第
三
条
第
一
項

第
二
号
イ
に
定
め
る
道
路
の
指
定
・
第
三

条
第
一
項
第
三
号
に
定
め
る
道
路
の
指
定

及
び
同
令
第
十
条
第
一
項
に
定
め
る
通
行

方
法
、
平
成
二
十
四
年
度
・
事
業
年
度
財

務
諸
表
（
独
立
行
政
法
人
労
働
安
全
衛
生

総
合
研
究
所
・
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共

済
事
業
団
）、
阪
神
高
速
道
路
株
式
会
社

工
事
完
了
・
料
金
の
額
及
び
徴
収
期
間
の

変
更
関
係

L
O

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
、
行
旅
死
亡
人
、

無
縁
墳
墓
等
改
葬
関
係

Q
M

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

Q
Q

）（

˜
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